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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第76期
第３四半期
連結累計期間

第76期
第３四半期
連結会計期間

第75期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日

自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

売上高 (百万円) 34,296 9,578 43,956

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △1,195 △858 700

四半期(当期)純損失
（△）

(百万円) △1,929 △923 △189

純資産額 (百万円) ― 24,902 27,425

総資産額 (百万円) ― 59,426 56,862

１株当たり純資産額 (円) ― 545.49 601.44

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △42.79 △20.49 △4.14

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ―

自己資本比率 (％) ― 41.4 47.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,147 ― 3,647

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,387 ― △5,600

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,328 ― 2,117

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 6,273 6,294

従業員数 (名) ― 988 938

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また

潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間における、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　　当第３四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 988

(注)　従業員数は、就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 405

(注)　従業員数は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

機能性顔料事業 3,023

電子素材事業 4,328

合計 7,351

（注）１　金額は、平均販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

エンジニアリング事業 1,943 911

合計 1,943 911

(注) 　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

機能性顔料事業 3,261

電子素材事業 4,073

エンジニアリング事業 2,243

合計 9,578

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先
当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

ソニー（株） 2,099 21.9

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。
　

（1）経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間において、世界的な金融危機の影響は一段と強まり、急激に円高・株

安が進展するとともに想像以上の市場収縮が起き、企業業績の急速な悪化、世界規模での雇用調整

の進展など、事業環境は厳しさを増してきております。 

こうした状況の中、当社グループでは原燃料価格上昇に見合う販売価格是正、調達コストの徹底

的な削減等に取組むとともに、エンジニアリング事業及び電子素材事業の抜本的な改善策を策定し

強力に推し進めています。また急激に変化する経営環境に徹底した構造改革で立ち向かい、収益の

確保とコスト構造のより一層の改革を行ってまいりました。

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、市場収縮の影響を受け9,578百万円に止ま

り、利益面では売上高の減少、原燃料価格の上昇等により、遺憾ながら営業損失235百万円を計上す

るに至り、急激な円高による外貨建て債権での為替差損の拡大、株価の急落に伴い投資有価証券評

価損を計上したこと等により、経常損失858百万円、四半期純損失923百万円となりました。
　

① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(機能性顔料事業)

景気減速による急激な市場収縮の中、機能性顔料の売上高は減少傾向にあるものの比較的堅調に推

移しております。原燃料価格上昇に見合う販売価格是正のほか、原価面では、工程ロスの低減や調達コ

ストの削減等の取り組みを強化し、収益確保に努めました。 

　以上により、機能性顔料事業全体の売上高は、3,261百万円、営業利益は212百万円となりました。 

(電子素材事業)

リチウムイオン電池正極材料の市場は拡大基調が続いておりましたが、昨秋以降の世界的な景気後

退により生産調整に入り、その他の電子部品材料等を含めて需要が著しく減少しております。原燃料

価格の上昇に見合う販売価格是正、工程ロスの低減、調達コストの削減等の取り組み強化を図りまし

たが、景気後退の影響が大きく、収益面については厳しい状況となりました。 

　以上により、電子素材事業全体の売上高は4,073百万円、営業損失3百万円となりました。 

(エンジニアリング事業)

エンジニアリング事業の環境は、諸資材の価格も高止まりした中、企業の設備投資の減退により、依

然として厳しい状況が続いております。根本的な収益改善に向け運営体制の刷新を行い、原価低減や

調達コストの抜本的な改善等の取り組みを行いました。

　以上により、エンジニアリング事業の売上高は2,243百万円、営業損失41百万円となりました。 

　

② 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(日本)

景気減速による急激な市場収縮のため、需要も下落傾向にあり売上高は8,466百万円となりました。

利益面では、コスト及び販売管理費の削減を押し進め、営業利益は87百万円となりました。
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(ヨーロッパ)

売上高は241百万円でしたが、グループ内での事業分担見直しによる負担軽減もあり営業利益は1百

万円となりました。

(北アメリカ)

世界的な景気減速による需要減退のため売上高は130百万円となり、電池材事業を行っているカナ

ダの連結子会社の収益改善の遅れにより、営業損失266百万円となりました。

(アジア)

景気減速の影響も比較的軽微な状況で売上高は741百万円となりました。経営環境は一段と厳しさ

を増しており、コスト削減の取り組みを強化したものの、営業損失24百万円となりました。

　

（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は59,426百万円と前連結会計年度末比2,564百万円増加し

ています。主な要因は、売上減少による売上債権の減少があったものの、たな卸資産、設備投資によ

る有形固定資産及び海外関連会社への出資等の増加によるものです。負債は、前連結会計年度末比

5,087百万円増の34,524百万円となりました。主な要因は、戦略的かつ積極的な投資のための借入金

等の増加によるものです。純資産は、四半期純損失の計上となり、利益剰余金が減少したことによ

り、前連結会計年度末比2,523百万円減少し24,902百万円となりました。

　

（3）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、914百万円

減少いたしました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは減価償却費や売上債権の減少があるものの、税金等調整前

純損失の計上及びたな卸資産の増加等により△325百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは△940百万円となりました。これは主に、新規事業への設備

投資等によります。

（財務活動によるキャシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、430百万円となりました。これは主に、事業拡大に伴う資金

需要に対応するための借入金が増加したこと等によります。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、世界的な景気減速、市場縮小が急速に進展し、事業環境は急

変いたしました。この厳しい事業環境に対応し得る収益構造に転換すべく、諸経営資源のスリム化、

運営の効率化に向けた取り組みを強化しております。

　

（5）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は117百万円であります。

　

EDINET提出書類

戸田工業株式会社(E00842)

四半期報告書

 6/29



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設

について、設備計画を以下の通り変更しております。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

投資予定額(百万円)
資金調達

方法
着手年月

完了予定

年月

完成後の

増加能力

総額 既支払額
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提出会社

小野田事業所

（山口県

　山陽小野田市）

電子素材事業 生産設備

1,900 1,200
自己資金

及び借入金

平成20年

３月

平成22年

１月

生産能力

13.5%増

1,850 1,214
自己資金

及び借入金

平成20年

７月

平成21年

10月

生産能力

1.2%増

460 265
自己資金

及び借入金

平成20年

10月

平成21年

10月

生産能力

1.3%増

機能性顔料

事業
生産設備 1,400 900

自己資金

及び借入金

平成20年

６月

平成22年

４月

生産能力

1.6%増

戸田マテリアル㈱
北九州工場
（北九州市若松区）

電子素材事業 生産設備

980 513
自己資金

及び借入金

平成20年

７月

平成22年

１月

生産能力

1.2%増

438 158
自己資金

及び借入金

平成20年

11月

平成22年

１月

生産能力

1.9%増

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．上記設備計画について計画の見直しを行い、完成予定年月を変更しております。

　　　　３．小野田事業所の電子素材事業生産設備（投資予定額460百万円）について計画の見直しを　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　行い、投資予定額は当初計画548百万円に比べ88百万円減少しております。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 193,000,000

計 193,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,391,92248,391,922
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 48,391,92248,391,922― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

─ 48,391 ─ 5,562 ─ 15,552

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  3,305,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 44,501,000 44,501 同上

単元未満株式 普通株式    585,922 ― 同上

発行済株式総数 48,391,922 ― ―

総株主の議決権 ― 44,501 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権3個)含まれて
おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式972株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
戸田工業株式会社

広島県大竹市明治新開１番４ 3,305,000 ― 3,305,000 6.83

計 ― 3,305,000 ― 3,305,000 6.83

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。なお、

当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含めております。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 458 442 485 410 387 374 305 236 220

最低(円) 396 390 401 350 352 297 194 200 175

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部によるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,424 6,294

受取手形及び売掛金 ※５
 6,744

※５
 8,726

完成工事未収入金 2,405 2,951

商品 494 431

製品 3,903 2,956

原材料 2,378 1,511

仕掛品 3,640 2,881

貯蔵品 852 629

その他 2,007 1,544

貸倒引当金 △10 △26

流動資産合計 28,840 27,902

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 5,723

※１
 5,580

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 7,139

※１
 6,948

土地 6,895 6,384

その他（純額） ※１
 5,478

※１
 4,043

有形固定資産合計 25,236 22,957

無形固定資産

のれん ※２
 216 441

その他 270 355

無形固定資産合計 487 797

投資その他の資産

その他 5,117 5,300

貸倒引当金 △255 △93

投資その他の資産合計 4,862 5,206

固定資産合計 30,586 28,960

資産合計 59,426 56,862
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※５
 5,594

※５
 7,048

短期借入金 8,915 6,305

1年内返済予定の長期借入金 558 530

未払法人税等 55 97

引当金 243 421

その他 5,636 5,603

流動負債合計 21,004 20,005

固定負債

社債 200 200

長期借入金 ※３
 10,663 6,646

退職給付引当金 2,429 2,387

引当金 156 151

その他 70 46

固定負債合計 13,519 9,431

負債合計 34,524 29,436

純資産の部

株主資本

資本金 5,562 5,562

資本剰余金 15,552 15,553

利益剰余金 5,278 7,403

自己株式 △1,492 △1,484

株主資本合計 24,901 27,034

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △106 △7

繰延ヘッジ損益 △5 △7

為替換算調整勘定 △199 106

評価・換算差額等合計 △312 91

少数株主持分 313 299

純資産合計 24,902 27,425

負債純資産合計 59,426 56,862
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 34,296

売上原価 30,217

売上総利益 4,078

販売費及び一般管理費

従業員給料 1,064

その他 3,226

販売費及び一般管理費合計 4,290

営業損失（△） △212

営業外収益

受取利息 16

受取配当金 41

受取技術料 80

その他 129

営業外収益合計 267

営業外費用

支払利息 186

持分法による投資損失 193

為替差損 667

債権売却損 57

その他 145

営業外費用合計 1,250

経常損失（△） △1,195

特別利益

保険解約返戻金 59

その他 28

特別利益合計 87

特別損失

固定資産処分損 155

投資有価証券評価損 341

貸倒引当金繰入額 162

役員退職慰労金 124

訴訟和解金 210

その他 60

特別損失合計 1,054

税金等調整前四半期純損失（△） △2,161

法人税、住民税及び事業税 39

法人税等調整額 △281

法人税等合計 △242

少数株主利益 9

四半期純損失（△） △1,929
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 9,578

売上原価 8,389

売上総利益 1,189

販売費及び一般管理費

従業員給料 337

その他 1,087

販売費及び一般管理費合計 1,424

営業損失（△） △235

営業外収益

受取利息 4

受取配当金 12

受取技術料 76

その他 46

営業外収益合計 140

営業外費用

支払利息 66

持分法による投資損失 86

為替差損 558

債権売却損 18

その他 32

営業外費用合計 763

経常損失（△） △858

特別利益

固定資産処分益 5

その他 △0

特別利益合計 4

特別損失

固定資産処分損 20

役員退職慰労金 2

投資有価証券評価損 327

その他 4

特別損失合計 354

税金等調整前四半期純損失（△） △1,208

法人税、住民税及び事業税 21

法人税等調整額 △316

法人税等合計 △294

少数株主利益 10

四半期純損失（△） △923
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,161

減価償却費 1,676

のれん償却額 72

各種引当金の増減額 △26

受取利息及び受取配当金 △58

支払利息 186

投資有価証券評価損益（△は益） 341

為替差損益（△は益） 484

持分法による投資損益（△は益） 193

有形固定資産除却損 155

売上債権の増減額（△は増加） 2,938

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,689

仕入債務の増減額（△は減少） △1,872

訴訟和解金 210

役員退職慰労金 124

その他 △327

小計 △751

訴訟和解金の支払額 △210

役員退職慰労金の支払額 △124

法人税等の支払額 △61

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,147

投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額 77

投資有価証券の取得による支出 △10

投資有価証券の売却による収入 5

関係会社株式の取得による支出 △820

有形固定資産の取得による支出 △3,564

有形固定資産の売却による収入 23

貸付けによる支出 △169

貸付金の回収による収入 82

その他 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,387

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,425

長期借入れによる収入 4,200

長期借入金の返済による支出 △780

利息の支払額 △191

配当金の支払額 △315

自己株式の取得による支出 △8

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,328

現金及び現金同等物に係る換算差額 △95

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △302

現金及び現金同等物の期首残高 6,294

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 281

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,273
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間から、重要性が増した戸田フェライトコリア㈱を連結の範囲に含め、また第２四半

期連結会計期間から新たに買収した東京色材工業㈱を連結の範囲に含めております。

２　持分法の適用範囲の変更

第１四半期連結会計期間から、戸田フェライトコリア㈱を連結の範囲に含めたことにより、持分法適用の範

囲から除外しております。

３　会計方針の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を

第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）に変更しております。

この結果、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益がそれぞれ246百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

（2）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成

18年５月17日　実務対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っ

ております。

この結果、従来の方法に比べて、期首の利益剰余金が121百万円増加し、当第３四半期連結累計期間の営業

利益が４百万円増加し、経常利益、税金等調整前四半期純利益がそれぞれ79百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

（3）リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日企

業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18

日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期に適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理か

ら通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法

によっております。

なお、リース開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

この変更に伴う利益への影響額は軽微であります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　税金費用の計算

一部の連結子会社において、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　有形固定資産の耐用年数の変更

平成20年度の法人税法の改正を契機として見直しを行い、第１四半期連結会計期間より、当社及び国内連結子

会社の機械装置の耐用年数については、改正後の法定耐用年数に変更しております。

この結果、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益は、それぞれ148百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

40,843百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

38,955百万円

 

※２　のれん及び負ののれんを相殺消去しております。

相殺前の金額は次の通りです。

 

────

のれん 370百万円

負ののれん 154百万円

差引額 216百万円

※３　財務制限条項

　当社は、設備資金を安定的に調達するため、取引銀行15

行とシンジケート方式によるコミットメント期間付

タームローン契約を締結しております。 

　当第２四半期連結会計期間末におけるコミットメント

期間付タームローン契約に係る借入未実行残高等は次

のとおりであります。

コミットメント期間付 

タームローンの総額
5,000百万円

借入実行残高 4,200百万円

差引額 800百万円

　上記のコミットメント期間付タームローン契約につい

て、以下の財務制限条項が付されております。 

①各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額を前年同期比75％以上に維

持する。

②各年度の決算期における連結の損益計算書に示され

る経常損益が２期連続して損失とならないようにす

る。

────

　４　偶発債務 　４　偶発債務

　重要な訴訟事件

　連結子会社の富士化水工業㈱は、現地の工事発注元の

会社とともに、中国で平成13年12月に海水脱硫装置の特

許侵害に関して現地の別の会社より訴訟を提起されま

した。平成20年５月富士化水工業㈱は、中国福建省高級

人民法院において損害賠償金50百万中国元（約7億5千

万円）の支払を命じる第一審判決を受けました。 

　富士化水工業㈱及び現地の工事発注元の会社として

は、第一審判決を不服として控訴すると同時に、対象と

なる特許に特許性が認められないので、特許無効審判請

求を行い、現在係争中であります。

　同左

※５　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の四半期連結会計期間満期手形が、四半

期連結会計期間末残高から除かれております。

受取手形 1百万円

支払手形 33百万円

―――――――――
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 　至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,424百万円

預金期間３か月超の定期預金 △151百万円

現金及び現金同等物 6,273百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式(千株) 48,391

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式(千株) 3,314

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 180 4.0平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

平成20年11月６日 
取締役会

普通株式 135 3.0平成20年９月30日 平成20年12月10日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の当第３四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
機能性顔料
事業
(百万円)

電子素材
事業
(百万円)

エンジニア
リング事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,261 4,073 2,243 9,578 ― 9,578

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ―

計 3,261 4,073 2,243 9,578 ― 9,578

営業利益又は 
営業損失(△）

212 △3 △41 166 (401) △235

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
機能性顔料
事業
(百万円)

電子素材
事業
(百万円)

エンジニア
リング事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

10,163 17,788 6,343 34,296 ─ 34,296

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 10,163 17,788 6,343 34,296 ─ 34,296

営業利益又は
営業損失(△）

756 391 △158 989 (1,202)△212

(注) １　事業の区分は製品系列を基礎として販売市場の類似性を加味した区分によっております。
２　各区分の主な製品
　(1) 機能性顔料事業‥‥‥‥‥‥磁性粉末材料、各種着色材料
　(2) 電子素材事業‥‥‥‥‥‥‥フェライト材料、リチウムイオン電池正極材料、合成樹脂用安定剤等
　(3) エンジニアリング事業‥‥‥プラントエンジニアリング、土壌改質剤
３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関
する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間か
ら適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しており
ます。 
この結果、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、機能性顔料事業で84百万円、電子素
材事業で161百万円減少しております。 

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「連結財務諸表作成に
おける在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報
告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 
この結果、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、機能性顔料事業で0百万円、電子素
材事業で1百万円、エンジニアリング事業で2百万円増加しております。 

５　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「リース取引に関する
会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年6月17日　最終改正平成19年３月30日企業会計基準第13号)及び
「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３
月30日　企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。 
また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法に
よっております。 
なお、リース開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 
また、この変更に伴う利益への影響額は軽微であります。 

６　「追加情報」に記載のとおり、平成20年度の法人税法の改正を契機として見直しを行い、第１四半期連結会計
期間より、当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、改正後の法定耐用年数に変更しており
ます。 
この結果、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、機能性顔料事業で53百万円、電子素
材事業で91百万円、消去又は全社で2百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

日本
　

(百万円)

ヨーロッパ
　

(百万円)

北アメリカ
　

(百万円)

アジア
　

(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

8,466 241 130 741 9,578 ─ 9,578

(2) セグメント間の
　　内部売上高又
　　は振替高

189 57 484 89 820 (820) ─

計 8,656 298 614 831 10,398 (820) 9,578

営業利益又は 
営業損失(△）

87 1 △266 △24 △201 (32) △235

　
　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月1日　至　平成20年12月31日)
　

日本
　

(百万円)

ヨーロッパ
　

(百万円)

北アメリカ
　

(百万円)

アジア
　

(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

30,1591,147 762 2,226 34,296 ─ 34,296

(2) セグメント間の
　　内部売上高又
　　は振替高

858 172 1,373 334 2,739 (2,739) ─

計 31,0181,319 2,1362,561 37,035(2,739)34,296

営業利益又は 
営業損失(△）

326 △ 192 △428 93 △200 (11) △212

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　(1) ヨーロッパ‥‥‥ドイツ
　(2) 北アメリカ‥‥‥アメリカ、カナダ
　(3) アジア‥‥‥‥‥中国、韓国、タイ、フィリピン、ベトナム
３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関
する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間か
ら適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しており
ます。 
この結果、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、「日本」地域で246百万円減少して
おります。 

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「連結財務諸表作成に
おける在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報
告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 
この結果、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、「アジア」地域で6百万円増加し、
「北アメリカ」地域で2百万円、「ヨーロッパ」地域で0百万円減少しております。 

５　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「リース取引に関する
会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日企業会計基準第13号)及び
「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３
月30日　企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。 
また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法に
よっております。 
なお、リース開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 
また、この変更に伴う利益への影響額は軽微であります。 

６　「追加情報」に記載のとおり、平成20年度の法人税法の改正を契機として見直しを行い、第１四半期連結会計
期間より、当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、改正後の法定耐用年数に変更しており
ます。 
この結果、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、「日本」地域で148百万円増加して
おります。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

北アメリカ アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 390 1,369 118 3 1,882

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 9,578

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.1 14.3 1.2 0.0 19.7

　
当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月1日　至　平成20年12月31日)

　

北アメリカ アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,578 4,074 1,056 22 6,732

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 34,296

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.6 11.9 3.1 0.1 19.6

(注) １　各区分は、地理的近接度によっております。
２　各区分に属する主な国
(1) 北アメリカ………アメリカ
(2) アジア……………韓国、中国、タイ、ベトナム
(3) ヨーロッパ………フランス、ドイツ、イタリア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

545.49円 601.44円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 24,902 27,425

普通株式に係る純資産額(百万円) 24,589 24,126

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 313 299

普通株式の発行済株式数(千株) 48,391 48,391

普通株式の自己株式数(千株) 3,314 3,289

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

45,077 45,102

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △42.79円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(百万円)

△1,929

普通株式に係る四半期純損失（△）(百万円) △1,929

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円)
　

―

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,092
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △20.49円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(百万円)

△923

普通株式に係る四半期純損失（△）(百万円) △923

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円)
　

―

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,083

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　当社は、平成21年１月23日開催の取締役会において、連結子会社である富士化水工業㈱の財務内容の抜本的な改善

を行うため、下記の通り同社の減資及びデット・エクイティ・スワップによる第三者割当増資の引受けを行うこと

について決議しております。なお、これによる連結損益への影響はありません。

（１）減資の概要

　　①減資の目的

　　資本の欠損補填

　　②資本減少の方法

　　発行済株式数の全部（2,940,000株）を無償消却する

　　③減少する資本の額

　　1,490,000,000円

　　④資本の額の減少がその効力を生ずる日

　　平成21年３月17日（予定）

（２）デット・エクイティ・スワップの概要

　　①対象となる当社の長期貸付金の簿価

　　980,000,000円

　　②富士化水工業㈱の第三者割当増資による新株式発行の概要

　　・発行新株式数

　　　普通株式　19,600株

　　・発行価額

　　　１株あたり50,000円

　　・発行価額の総額

　　　980,000,000円

　　・資本組入額

　　　１株につき25,000円

　　・資本組入額の総額

　　　490,000,000円

　　・割当先及び割当株式数

　　　当社　19,600株
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２【その他】

　　重要な訴訟事件につきましては、「第５経理の状況 １．四半期連結財務諸表（連結貸借対照表注記 ４

偶発債務 「重要な訴訟事件」）」に記載のとおりであります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

戸田工業株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士   髙　　橋　　義　　則    印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士   友　　田　　民　　義    印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士   薊　　　　　和　　彦    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている戸田

工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、戸田工業株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準を適用し、四半期連結財務諸表を作成している。ま

た、会社は第１四半期連結会計期間から連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱いを適用し、四半期連結財務諸表を作成している。

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年１月23日開催の取締役会において、連結子会社で

ある富士化水工業㈱の減資及びデット・エクイティ・スワップによる第三者割当増資の引受けを行うことに

ついて決議している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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